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1. はじめに

1970年代以降、 モータリゼーションの進Ilしに伴しヽ Ill堺

の多くの鉄逍は、餘送・ンェアと収益性の低減に直1/1iした，＇

鉄道経営の改善とともに鉄道協送())i,r.・性化を図るため、

111界 の多くの国鉄ば鉄追改＇ l,・を経験した。国鉄改革の過

{.IJtにおしヽ てば、輸送 ‘lg業行(|;)とインフラJ外イi者（ド）

が異なる多様な形態(j)」-.I‘・分離が禅人されたり例えばじ
u(j)鉄道政策では、杭送事沼者1lil(j)競争の促進を目的と

して、 'Ii倫送！1i業部門と線路’lり業部門の会計分離、及びダ
イヤ設如'i(I:(j)楡送・1渭ばからの独ヽ ．，：が規定されてしヽ る。

EU(j)鉄直政策に），しづく鉄道辿裳は、多様なr1s1鉄改/1',:())

形態(j) — 例であり、 楡送市場())環境が異な る地）成の鉄道

に対しては必ずしも適切ではなしヽと想）とされるにもかか

わらず、 111：界に発（五される 1;u(j)鉄道政策(/)FLL！念とその

施策は、-Jl:EU,1/'i l iil に 対し てし）くきな影幣をり••えてし 、な

例えば、lji.線がi;(4i())鉄道にオーフンア クセスが祁人さ

れるなど、ぶった政策立案()),li：例も複数の国で生じてい

な以 1~．の状況を鑑み、本研究におし‘ては H 本(j)•If例 を

含めlit界の鉄道ヒクターが経験した鉄道改革について上
ド分離(/)視点から Jt救検，i·tし、それぞれの鉄道辿‘祗•(j)特

徴を明らかにする。さらに、鉄辺改革()))ii:1・とその鉄道
輸送市場に応じ、凶切と思われる上 ド分離の形態を提ぷ

する。

2. 調査分析の方法

先ず本／iJf究でば、多岐に渡る文献及び各国の鉄道＇ lぼ業
砂）管fll！・桁、序に対するインクピューとft1:il烈によって、
各々 ())|..: |、→分離(/)禅人1::1的、形態、特徴を明らかにするJ

多様な形態(j)|；ド分離を比枚 ・分析するため、鉄道(/)

楡送IIiJ劫や I・・ ド分離の形態、；袢人H(1りが異なる鉄逍を，J/,I

ft対象に選択した 選択した鉄道())うち、 I・.ド分離(j)視
、1ばから1ii（以性の多し、鉄道匂Iil・グルーフにて，J恥庄を行し、、

Eず各々のグルーフの I:ド分離の形態の特徴を明らかに
すなさらにその I・.で、「鉄道辿';::;,災,}(:(/)分t.ilt」および「会
,;1• Lii i r: (j)区分」(j)2つの視点．1Jヽら各々 (/)1・． ド分1}樅形態(j)

比校 ・分IJi・七ifう

調査分析(/)対象とした鉄道とグループ分類は TableI 

(/)辿り である。

Table I Uroup or Railways by the犀 ofVertical Separation 

Group Counrry (Railway) 

Group I Viclnam (VNR)、Indonesia(PT.KA). Tunisia (SNCFT) 

Group 2 Sw~dcn. UK. Germany. Australia (ARTC) 

Group 3 Japan (JR Fr~1ghl ). USA (Amlrak) 

Group 4 Mハico.Japan (New Shinkanscn Linc. Ao1111ori Railヽ1・ay)

3 各グループの調査結果

3. I第 1グループ：事業者間競争を伴わない国有鉄道の

上下分離

ベ トナム、イ ンドネシア、ナュニジアば、それぞれ 1995

年、 1992年、 1998年に上 F分離を祁人した。これらの国
においてば企業化等により経営の自 山炭が邸められた国

ィ［鉄道（それぞれの略称は VNR、PT.KAI、SNCFI―̀)が

鉄道運営を行い、政府がインフラ施設を保有する形態が

採川されている。政府は、インフラ保守の会，汁貨任を負

っているが、尖際に保守作業を行う(/)は鉄道ボ業者であ

る 即ち、「政府と鉄道事業者の会，iI• ii（壬の明確化」が、

本グルーフの鉄道の特徴(/) • つである。 上ド分離(/)祁人

後も、ド）滑な鉄道辿滋を行うために政府と鉄道9|i9・業者は、

中長期，lh1hiを払に相Jiに協））しながら：lt業運滋を行って

し、る U Eた、国有鉄道の企哭化による経営[l山Jjt(/)拡大、

‘II〗碕lii1il|(/)消．人、料金設ii:(/)裁址(/)拡大などの施策も()t·

せて祁人されてし、なインドネシアにおし、てば、政府(/)

遥辿した財政 ’li •I{I'から法令でH誼された所定の金額が 、

政府からじ＇災鉄道 (PT.KAI)に支払われておらず、これが

叩付な鉄i且辿砧をり）iげる）（きな要IKIとなってきた。こ(/)

kうな9li例を除き、 一般的にほ本グルーフ(/)鉄道におし、
てば、インフラ竹狸業務（インフラ施設の保守作業、ダ

イヤ ，i知£’、 夕l)車指令業務）を含む • (4,: (Iりな鉄逍連‘砧によ

り、上ド分離i袢人による＇｝や、i；：ば蚊小限に抑えられ てし‘る
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(/)が特徴であるu

3. 2第2グループ ：車業者間競争を伴う上下分離
3. 2. 1欧・ 豪州の鉄道政策の概要
本項においては、餘送事業者1l[l(/)穀争導入を目的とし
た鉄辺政策の下で運営されている欧 ・・・袋州の鉄道につい

て分析を行うu これらの地域の鉄逍政策におし、ては、鉄

道1t業者間に競争(/)導人を図るため、第二者(/)線路施設
へのアクセスが規定されている。1次川においては、 1991

年(/)EU指令91/440による「インフラifI:l"iと輸送部l"l(/)

会，；十分離」に加え、 2001年の第 1鉄辺パッケージではダ

イヤ設定貨（壬(/)輸送事業者からの分離が規定されている。

これらの規定に基づき貨物輸送においてはオープンアク

セスによる市出で(/)§兌争（軌道上の説争）が、旅客輸送

においては事業権入札による競争が一般的となっている。

3.2.2鉄道運営の比較と特徴
本項で論じる鉄道は、概ね3通り(/)辿営形態に分類で

きる＂第 1の形1屈は、スウェーデン、イギリス、オース
トラリ ア(/¥RTC)が導人したインフラ管理哭務と輸送4i
業を完全に分離する方策である。この形態ば、輸送’li'・業
者とインフラ符理者がi芍本関係を打しない独立した糾描

から梢成され．本松iではこのタイプを「完全分離」と称

する。インフラ管理者はあらゆる輸送’lり業者から中立的
な立椒であるため、鉄道餘送4t業への新規参人を図り1i
業者1ii]の競争を促進するためには、最も適切な形態と考
えられている。 しかし、上 l‘・一体(/)辿営を行う鉄道と比
餃して、インフラ管理者と輸送’1ぱ業打澗の協｝）関係を梢
築するにあたり投貨計画等においても困難をきたす傾向

にある。また、異なる糾識Ililにおける調整が必要とされ
る時刻表設定、 LItit(/)辿行管理の実施に伴い、特にイン

フラ容拭が限られている場合に困難に直liiするJ品合が多

いことが、本研究における各鉄追事繁者への調在により

明らかとなった"第 2の形態は、 ドイツが採川したモデ

ルであり、詞ー会社(/)傘下の異なる子会社としてインフ

ラ符理と餘送4渭業を迎貨するものである。 3番目は、 フ
ランスにおいて輪送’lt笑行(SNCI・̀)とインフラ竹Jll！者
(l{FF)が採）Hした形態である。インフラ保守の1t川負担と
ダイヤ設定の貨任は RFFが負うが、 SNCFがインフラ（呆

守作染を含めた鉄道巡貨を火践している。第2.第：l(/） 

形態においてぱ、J.:.FIlil(/)調救に伴うl!t1迎ば完全分離）i＇!

と 比較して小さくなるが、新規 ’l~業者ば市場参入等に際

して不利な立局にittかれると(/)批判がある。 また、新規

参入(/)柚送事果者とインフラ管理者と(/)関係は元令分離

となる，

t．，記の様に運党形態は多岐に渡っているが、欧州及び

袋州においては輸送事災者I)[!(/)研（喰入(/))i策r1.-c I: 
ド分離が位牲付けられている。競争を促進するために、

会計百任(/)みにHI.Kらずダイヤ設定とし うヽ鉄直辿‘i;t(/)重
要な要素も複数(/)組織に分離されている、9 UIlち、これら
の鉄追(/)辿営形態は、鉄道 ’l~業内へ(/)競争祁人 と いう本

グループに特1i(/)長所を追及する一方で、鉄道辿‘}的が複
数(/)糾識に分離されているため相7Lの調整に困難をきた

す弊害をイ「している(/)が特徴である。

3.3第3グループ ：旅客または貨物の分離
本項におし‘てば、 II本(/)JRにおける旅客鉄道と貨物
鉄道、米国の貨物会社とアム トラック（北東IIIl廊を除く）
(/)関係につし、て論じる。これらli、旅存または貨物(/),

方の輸送枯が優勢な市場環境(/)中で祁入された 1一，ド分離

の形態である，` 市場環様に恵まれた輸送：1tが優勢なJ？災

鉄道ば、インフラ施設(/):ll.'JlIを負担した 1：で自立経・党が

可能であり上 lご一体の運営形態を継続している。楡送規
模が小さい方の鉄道は、9史）11料を支払い主要鉄道(/)イン

フラ施設にアクセスしている。

客貸の分離後は各々の輸送市垢に即した内1111化が図ら

れている。都市II｛塙速楡送や大都市圏旅客餘送を向 1：：さ
せた日本の旅客鉄道や、長距離の大型瓜試貨物のガJ:1・i的

輸送に特化した北米(/)貨物鉄道に示されるように、 l:.,~ 
分離による改革後は、特に上下一体の主要鉄道が史に競

争力を発揮して鉄道軸送を発/Jむさせている。また、旅客

会仕と貸物会社への分離は、客貨Ilil(/)内部補助を悦止す

る目的も有している。

3.4第4グループ ：公有インフラ施設に長期アクセスす

・民営鉄道
本項において論じる 3鉄道は、官がインフラ施設を保

ィ1し、民が鉄道：Iば業を運営している共辿点がある。 メキ
シコにおいては、 1995年以降、人札によって路線1恥(/)9li
業権（コンセッション）が民裳企業に売却された，イン

フラ施設は政府が所イiしているが、民営企業による設(Iii

投査を促進するために事業権の期間は 50年等の長期に

設定されているu 整備新幹線においては、鉄道 ・迎輸機

構が述設］：：事(/)完了後もインフラ施設を保布し、 JR会

仕ぱその施設を使川して軸送事業を行っている。甘い森

鉄道は、青森限が保有するインフラ施設を利）11し、第2
種鉄逍事業者として運滋を行っている。 3ケースともに

上下分離の祁入により、民党企業による鉄追事業(/)運党

が可能になっている。 しかし、インフラ保有者と輸送事

業者を関係付ける方策ば、これらの 3鉄道において異な

っているリ メキシコのケースは、競争入札により ~1r業権

を符て［臼悦；企業が自主的に市届参入を果たしている。一

}j、1糾備新幹線や1fい森鉄道(/)ケースでは、それぞれil:
律や上下II:1(/)訂本関係により、 1渭業者は既存またば特定
の企架に実質的に固定されている。

4.上下分離の長所及び短所の検討

4. 1上下分離の長所
鉄硝(/)」：下分離には、多様な長所を見出すことができ

る。箪行ば、下記の5点に大別した。

①インフラ施設への公的佼金の投入（産IJ/I性の／／1/L:)

官が線路節のインフラ施設（ド）を保布する勘合、当

該施設の新設 ・附強、維持符理、史新に対する公的柑金

の支ILiに関し ・般的に透明性が向じするu 鉄道インフラ
施設を官の賓脱と定義することにより、公的柑金を鉄追

インフラ施設に投入する．ーと（シ）し 1て納税者への説lリl貨
任を果たすことが容易になる。スウェーデンを始めとす

る 1次）•I9|0) 鉄直においては、 他の輸送モードとのイコー

ル・フッティングを追及する視点からも、鉄逍インフラ

施設に対する公的貨金の投人は一般的になっている，

②l¢妍／セクターの鉄道／ばぎへ(/)参入保辿

埋没1'i:川に結びつく 1i:j額なインフラ設（I1ii投行から解放
されることによ り、民悩企業の鉄道事架への参入が容易

になる。 tた、インフラ行Fl!1,/:Jllからの解放は鉄j在l渭業
、行の収支を改務し、民貨企業による自立経営を11f能にす

る，

⑪紛送1/f挺者//f/t/.）碗争・碩人

輸送事業行Ii:IO)競争袢人ば、欧州及ぴ袋州の鉄逍政策
におし、て 1・・ ド分離を祁人した-1:な1-1(1りであなその百1~

ば、廿物部門におしヽてはオーフ ンアクセスが、旅‘約‘m1111

におし、 •( {t多くの路線が非採窮であるために補助令を('I'.
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・) ·1~ 沼権I/)人札が ·般的となってし、なただし 、 I・・ ド分
離にJ.:ろ •Ii災者1Wl 説争(/).fl．人ば、第 2 グルーフに特イiI/)

特徴である

、l‘!り/,'!(L/
インフラ1守理と楡送ボ業I/)分離や、客貸分1iIltに伴う輸
送1|i場の特化により、技術面及び経・砧面{/)J..1ll"l化がlXlら
れる ．日本においてば、貨物部1")においても国鉄改革後
に輸送hしが増加した，これもじド分離と輸送市場の特化
によるしり1叶化と経滋努））の結果の一例とばえる
③複数籾絨加の調整

」：ド分離による組織(/)分‘、1i1Iにより、複数糾織1/il(/),JI,!股

を11fiiEにする場合がある、` 例えば、メキシコにおしヽては

各路線(/)事業権は枯本的に 11沼業・行に付与されている。
しかし、複数(/)鉄道4i・・業者が釆り入れる酋都メキシコ ・
・ンティにおし、てば、釆り 人れを行う'1ば業者が共同で出貨
する独立した組織を設立した。この糾描がi＇「都 の鉄道イ

ンフラ施設を行理することで、複数事業者が公平にアク

セスでき るように調"1i良を行っているく1

4. 2上下分離の短所
上ド分離を導人したJ品合には、鉄iむ11:菜に関係する組
描I/)分割に(1：し、ijネ‘,i;:も生じる， 仕^者は、要l刈別：こ l‘.id(J)
3点に大別 した，

① r欽逍辿戌戎ばら｛、；•{/）分靡］に起凶ずるI，1J匙］

特に第2グルーフ(/).iill営形態のようにダイヤ設定咋(/)

辿料没澤が愉送1I-業行から分離された勘合、 l：：下1／:II/)|.II 
滑な，J/,J批が難しくなるu kた、分割された組織は鉄道連
菌の部分(/)みを担うことになるため、社はば幅I幻ヽ業
務や鉄道技術の習行が困難になり、 1i闊lがとれた鉄道辿

営や新たな技術I)り発(/)|；府、i：となる懸念がある。

＠「会，］／•“I.E:{/)区分」に起約げる閲題

ヒ ド分離により会計•it (Lが復数組織に区分された J場合 、

各糾織がそれぞれの利益(/)みを追求するようになり、鉄

逍')i業全体にとって）心適な投‘し筍決走が困難になる等(/)|/¥I
むを生じるJ場合がある

⑲「複数船送＇／グ幻仰）迩店」に起囚プるI,'!J題

特に第2グルーフ(/)辿謡形態におしヽては、 l1il-(/)倫送
l|i出においても複数(/)輸送・l~ 笈者によって鉄i且が運‘枯 さ

れるケースがある。 こ(/)ような届合にば、規模の経済(/)

ii'i失や、走 11.If ダイヤ等(J),•J1，1.f:II(/) とれた鉄道辿‘ぷt(J)lih坂に

J.:り 1ば頃国がJI嘲J'れになる III能性がある．J

5 上下分離形態の比較

5. 1鉄道運営要素の分離について
鉄逍改，·,•,: により多様な形態I/)」ょ ド分離が；f1:人されたJ

上 l‘9分離1/)i＃人後も輸送 'l~ 哭れがインフラ：iif［業務（イ

ンフラ施設の保守作業、ダイヤ設疋、列車指令業務）を

含む•（本的な鉄道巡陪を行う形態から、インフラ竹fi！業
務(J) ・ir-likたは全てが分離されている形態上で、辿り澤
索の分離状況ば多岐に渡ってし灯ふ

上た聟本研究におげる多様な l・・ド分離(J)比救により、
完全分離以外の形態におし、てば、 1‘.,iUI/) 3)j策(J)(IIIれか
により 1::F分離(J)i}約：：を低減してし、ることが明らかとな
った

しが 「紛．送JffMによるイン ブラ秒~Pl!於務の父施J
鉄道1i業れがインフラ管:Jlj！笈務(J)代IIJを負担できる場

合、 1it(/iii新幹線I/)よう に楡送’,~業 行ばー（本的な鉄逍辿営
が11[i造である K た、会1: I• L'i(「:9tl又．分されても、例えば
第 1グルーフ^ ＇が1/)鉄道ば 、輸送・If，，必行がインフラ：i.；;:J11！業
i芳 Kて？・（ド（Iり：こ＇）こ／j他1・るこ とに J.:V) | •• ド分離に伴うり約：：

を/J5:i岐してしヽる U

し2‘ 「伶本／iリ係，’こよるインフラfì :J殖者と柿送41-・.終#/,'fJ(/)/4
ノノ（I，凋(/)hり培J
ドイツ鉄追ゃ，＇凡ヽ森鉄追等は、 Jこ下分離(/)とり：入後もイ

ンフラ管理者 と輸送事業者はi行本関係で結ばれており 、

経営面(/)協力体制を維持している。

＆「上下分靡の小祝侯筋送市均への阪足J

H本及び米国においては、小規模輸送市場 (1:1本(/)廿

物輸送、米国(/)旅客輸送）に限定して上ド分離を導入し

ている。似勢な鉄追輸送市場においては上要鉄道が上下

・体の運滋を批続し、上 ド分離に伴うり作，i;を小規模市場

(/)楠送サーピス(/)みに柑／めている。

一方、完全分離型の上下分離は、 あらゆる輸送事業者

から独立したインフラ管理者が全てのインフラ管理業務

を実施している形態である。すなわち、完全分離型は、

上下分離(/)iy侶h：を低減する上記3方策(/̀)(nrれをも採用し

ていない形態であり 、上 F分離(/)程度が最も大きいと苫
える。

5. 2会計責任の区分について
鉄道4lり哀梢造(J)分離 ・分割にともない、多くの場合、
その会i1責任も複数の組織に区分される。また、その一

部(/)ii任を官が負 う場合も多い。渾外の事例においては

多くの鉄道が非採窃であり 、上下分離後の会計且任の区

分は多岐に渡ってしヽる。例えば、アメリカの事例では、

非採窮蛉送市場 （旅客）の鉄道に公的符金が投人されて

いる。 スウェーデンぐ1：(/)欧州鉄追においては、インフラ

腎理業務のみならず非採麻の旅客楡送サービスに対して

も公的柑金が投人されている。

「1本(/)鉄逍においては、自立経滋が原則であり公的臼

金が鉄逍(/)「連滋」に投入されるケースは稀であった。

しかし、鉄逍事繁行が公的臼金に頼らずに運営代をllfiわ
なければならなし、という H本(J)従来の方針は、海外の事
例と比較した場合に、鉄道に対して非常に厳しい政策で

あると苗える。

5.3まとめ
欧 ・袋州の鉄追政策におし てヽは、輸送・lt業者1lil(J)競争
祁人(/))I策としてl:.F分離が位凶付けられている。 これ
は第 2グルーフの国々に特イi(J)政策である，この目的(J)

尖視のために、イ ンフラ部門と翰送部["l(J)会計分離に加
え、ダイヤ設定占（王の蛉送！lt業，K^から(/)分離も規定され
てし、かf!llち、競ノ炉＃人(J)-)jで（也と比較して上下分離
(/)程度が大きい形態となってし、る。特に、完全分離型の

l.:ド分離ば 5.1項で淮げた上下分離(/)弊害を低減する 3

)j策(J)何れをも適111しなしヽ形態であり、最も」こ ド分離(J)
程）文が花1:しいといえる。 輸送事業者間(/)競争を促進する

ためにば‘ic全分離咆が最も有効と考えられているが、全
てのイン フラ 怜理業務と その会 i|• は任(/)独立組織への分

離に伴い」 •• -FItil(J)調整が困難になる課凶も有してし、るり

方、欧 ・袋州以外のI：下分離におし、ては、鉄逍市業
仰：lU) ii影(1•ば邸図されてし、なし‘り しかし、これら(/)国に

おしヽ てば,iii述(/))j策により、上ド分離(/)弊害ぱ低i版が図

られてし、る

lこド分離を伴う鉄逍迅i:(・(/)変ヽ ＼＇iにあたってば、異なる
Lド分離形態(J)特徴を防［えた l・・で、 「I・.F分離による
便益」及び 「 1 •• ド分離に伴う 1々川」を I · 分に比較 ・ 検討
し、適切な形態を消人する必要がある
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6 鉄道輸送市場に応じた運営形態の考察

1i1i節までの検討をもとに、本節で（ま鉄近輸送Ili恥に応

じ、適切と想疋・される J：ド分離の形1屈を提ポする ，
6. 1既存事業者等を核にする場合

先ず、鉄道改革あるいは鉄道経営の変革にあたって屯

！炭鉄道！IJ:業者が事実上固定されている場合について検討
を行う。輸送市場に応 じて適切と想定される運滋形能に

ついて、本研究の事例 をもとに分類を行い Figun:1に示

した。この形態は、既存の鉄道事業者等を核にして効率

化と活性化を函るものであり、上下分離による事業者r:il
の競争は邸図されていない。

Utilizing the Capability of 
Incumbent/ Reformed Operator 

Passenger / Freight 

Dominated 

*2 

:crtical Separat1or 
•Ol• PassengeI• I 
~rc igh t Traffic 
りx.)USA, JapaII 

,eparation or Ownership 
)nly 
f,;x.} New ShiJJkaJJseJJ Lim 
Aoimori Railwuy 

Neither Passenl(Cr nor 

Freight is Dominanl 

Separation of 
Finnncinl Suppoi-t foi-
Ti-ack Mninten,rncc 
Ex) Vic:tnnm,'llmisia 

• 1: The Dominant railway can afford the cost of lnl'rastructurc. 
•2: The Dominant railway can not afford the cost of lnl'rastructure. 
Figure 1 Appropriate Forms in cas.: 1101 Introducing 

Within-Rail Comp.:tition 

本研究で調弗した ’l~例(/)中でば、米国(/)貨物鉄道およ

ぴII,t,:の旅吝鉄道（本州）のみが必よれた輸送l|i場に支

えられながら、インフラ施設(/)1,f用をfl担した上で民営

1り業者として上 ドー(4;(/)述党を組続しているU

6. 2事業者の自発的な市場参入を図る場合
前述の形態とは対照的に、鉄道改革にあたって既イ（：事

業者(/)'.JJ:業継絞にとらわれることなく、 •j;:業者(/)1.1発的

な市場参入を図る形態につしヽて検討を行う。前項と/,ii様

に、餘送li局に応 じて分類した結果を 1・・igure2に示した。

オ ブンアクヒスによる軌追上の競‘irを促進するため

には完全分離型が効果的であると好えられる、． しかし、

特にインフラ容J1しに余裕がないJは合にば完全分離咆は

ヒ下Ilil(/)調挫が困難になるというr:!l迎を生じか そ(/)た

め、完全分離型が適切と衿えられるケースはインフラ容

杖に余裕がある勘合に限i上・され、余裕が無い場合にば、

コンセッションによる l •• -Fー （杞型の鉄道辿営が適切と想

定される。

欧州(/)鉄j丘政染は、軌道」こ(/)競争を促進する）jfh)にあ

る， ドイツ及びフランス(/)巡;:(·)厄しば lゴ‘•Ilil(/) 協｝J（柘Iill

の継続を慈図しているが、新規事業者(/)参人とともに完

令分離型が増）JIIする ， こ(/)ため、欧•J•Iし1(/)鉄追辿党は完全

分離型が拡大する方向に変革が進んでいると ，tえる

• }jで、 1・・igur.:2は客1'iJIヽ：に相‘りの輸送比率をイiする
1|iJ劫におし、て、欧州(/))j沿とば異なる形態も提ぶした

これは、貨物愉送と比較して 1.:I‘• 1 ii1 (/) より図俎密な調斃が

必要とされる旅客部門におし、て上ドー（本型(})事業辿営を

行し、、廿物4i・・業れが旅客鉄道にアクセスする形態である。
この方式は非採窮の旅客輸送（tlt業）J1約に）＆づ<h1i助金
の支給が （1: うも(/)(/)日本型モデルに似た形態と 、—iえる 。

Utilizing the Capability of 
New Participants 

Freight) 
::onccssion* /Open Accesf 
り'.v.)Mexico I 
Austmlia(AR'l'C) 

:onccssion in the 
'assenger with Rights 
,r Access for Freight 

*: Concession is appropriate especially in 
case the infrastructure capacity is limited 

*I: The below rail I.unclions :irじensured10 be indじIlCIIdCIIllo foslcr 
＂じulralilybc1wee11 passenger and l'rcighl. 
*2: The bし•low rail functions arc integrated with the passenger 
0pじration.

Figure 2 Appropriate forms in case Introducing Within-Rail 

Competition 

7.終わりに

本秘では、世界の鉄逍セクタ ーが~ri入した多岐に渡る

1て下分Ii、Iltを比較し、各々の」：F分離(/)形態、特徴を明ら

かにしたJ餘送事業者llll(/)競争祁人を、意図しなし、場合に

は、各事例ともに ヒ下分離(/)弊，りを低減する）J策を講じ

てし、る。一方、完全分離型に代｝むされる欧．．、文州(/)1ごF
分離は、輸送事業者1iilにii"炉砂）祁入を図っているが、 上

下1/il(/)調幣が困難になると いう、諜如も生 じている。；lil壺
の結果、インフラ容拭が限られた鉄道路線において、特

に上下1/ll<I)臥1,11叫1閣が顧在化していることが示されたU
鉄道運営の変ヽ，1'iにあたっては、各々の ,-.ド分離の特徴を

踏まえ、 その社i．入に伴う「骰Jil」と「（史益」を十分にY,・
巡した上で、適切な運営形態を決追する必要があると酋

えるU
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